Ⅷ．その他（確認事項）
火山ハザード対策に向けた研究・人材育成プロジェクト
（Volcanic hazard research and Leadership in EducAtion and human resource Development、略称：V-LEAD）
【火山ハザード対策研究推進・開発事業】
提案書

	研究の概要	Comment by Author: 提案の内容について、以下を含めて全体概要を15行以内で記載して下さい。
・実施しようとする内容
・達成目標
・期待される効果 等
e-Radの応募（新規登録）画面における「基本情報」シートの「研究概要」欄には、ここに記載した文章を転記してください。（「研究概要ファイル」はアップロードする必要はありません。）
○○○○○…




本ファイルには、コメント機能により、本提案書に必要事項等を記載する上での留意事項等を記載しております。必ず「校閲」の「変更履歴」機能より「すべての変更履歴／コメント」を選択し、コメントを確認した上で本提案書を作成してください。
なお、提出の際には、コメントはすべて削除してください。














	実施期間	Comment by Author: 実施期間の始期は事業開始予定の令和８年４月で、期間は、原則として10カ年（令和17年度末）とします。
令和８年４月～令和18年３月まで（予定）

	実施予定規模
【直接経費】　初年度：○千円、総額○千円	Comment by Author: 金額は小数点以下を四捨五入し、整数で記入してください。
Ⅲ.1.各年度別経費内訳に記載した「１年目」「総額」の金額と整合させてください。
【間接経費】　初年度：○千円、総額○千円（原則、直接経費×30％）
【合　　計】　初年度：○千円、総額○千円	Comment by Author: フッターに「研究代表者」「代表機関」を記入してください。



（様式２）

〔研究代表者〕・〔代表機関〕1

[bookmark: _Hlk127302865]Ⅰ．実施内容・目標	Comment by Author: 概要に始まり、本文の「２．アウトプット目標」までを１ページ以内で作成してください。
様式の体裁（フォントサイズ、行間、字送り等）を変更するのは禁止です。ただし、行内のインデント設定（字下げ、ぶら下げ）については自由です。（左は最低１字以上あけるか、字下げを設定すること。）
また、目的に直接関係のない、本文を補足するような記述、注釈をつけるような内容については、フォントサイズを最小で８とすることが可能です。
（概要）
○○○○○…	Comment by Author: 業務の全体構想及びその中での本業務の具体的な目的について、10行程度で簡潔に記入してください。
e-Radの応募（新規登録）画面における「基本情報」シートの「研究目的」欄には、ここに記載した文章を転記してください。（「研究目的ファイル」はアップロードする必要はありません。）









（本文）
１．背景
○○○○○…









２．アウトプット目標	Comment by Author: 実施期間内に何をどこまで達成しようとするのか、具体的なアウトプット目標を記載してください。
（１）○○○○○
○○○○○…

（２）○○○○○
○○○○○…
（３）○○○○○
○○○○○…

（４）○○○○○
○○○○○…















３．アウトカム目標	Comment by Author: 「２．アウトプット目標」が達成された際に想定される効果や事業終了後に目指す姿について、可能な限りその時期も示しつつ、記載してください。
○○○○○…









４．指標の設定	Comment by Author: 「２．アウトプット目標」の達成度を判断できる指標及び対応する目標値を設定してください。指標の設定にあたっては、アウトプット目標を達成する上で、その指標が妥当であることの根拠についてもあわせて示してください。（なお、最低1つ以上は定量的指標を設定してください。）
本項目は、採択時の重要な評価項目であるとともに、事後評価における確認項目であり、可能な限り具体的に記載してください。
（１）～～技術の研究開発	Comment by Author: あくまで一例です。必ずしもこの通りに記載する必要はありません。
① ・・の精度（指標）について、○○％（目標値）を達成する。
② ・・研究成果の対外発表を毎年度〇件以上（目標値）とする。

（２）～～教育プログラムの開発
① 受講者数（指標）が、○○名以上（目標値）となる。
② 地域や関係者との研究会を毎年度〇回以上（目標値）開催する。




Ⅰ．実施内容・目標

Ⅱ．方法・計画・体制	Comment by Author: 様式の体裁（フォントサイズ、行間、字送り等）を変更するのは禁止です。ただし、行内のインデント設定（字下げ、ぶら下げ）については自由です。（左は最低１字以上あけるか、字下げを設定すること。）
また、方法・計画・体制に直接関係のない、本文を補足するような記述、注釈をつけるような内容については、フォントサイズを最小で８とすることが可能です
（概要）
○○○○○…	Comment by Author: １０行程度で簡潔に記入してください。








（本文）
[bookmark: _Hlk104284479]１．方法・計画	Comment by Author: 提案が採択された場合、本項目に記載した方法・計画が、基本的にそのまま委託契約書別「業務計画書」に記載されます。提案いただいた内容は、審査評価会における採択条件等がない限り、全て実施していただくことになりますのでご留意ください。
詳しくは、「科学技術・学術政策局、研究振興局及び研究開発局委託契約事務処理要領」様式第２業務計画書をご参照ください。	Comment by Author: 上記のⅠ.２.アウトプット目標を達成するための計画を記してください。
事業期間中は、計画の実施状況や目標に対する達成状況等で進捗を確認します。
[bookmark: _Hlk95165316]（１）令和８年度
○○○○○…

① ●●●●	Comment by Author: 機関単位でなく、業務単位で項目を分けてください。
担当機関を記載する場合は、●●●●（担当：○○大学）といった形で、業務項目の後ろに補足として記載してください。
a．プロジェクトの総合推進	Comment by Author: あくまで一例です。必ずしもこの通りに記載する必要はありません。
●●～を実施する。
b．・・・・に関わる技術開発

c．－－－－検討会の実施

② ■■■■
・・・・・に関わる研究開発

③ ▲▲▲▲


（２）令和９年度
○○○○○…

① ◆◆◆◆
a．・・・・・

b．・・・・・
② ▼▼▼▼
・・・・・

[bookmark: _Hlk127192892]（３）令和10年度
○○○○○…

① ★★★★
a．・・・・・

b．・・・・・

② ◆◆◆◆
・・・・・・

（４）令和11年度
○○○○○…

（５）令和12年度
○○○○○…

（６）令和13年度
○○○○○…

（７）令和14年度
○○○○○…

（８）令和15年度
○○○○○…

（９）令和16年度
○○○○○…

（10）令和17年度
○○○○○…

Ⅱ．方法・計画・体制

【業務実施計画】	Comment by Author: 業務実施計画については、記載は必須ではありませんが、計画の具体性を示す観点から、極力作成をお願いします。

	実施項目	Comment by Author: （本文）の１．方法・計画の各年度に記載した項目と一致させてください。なお、実施項目名については、表に転記するにあたって名称を簡略化することは差支えございません。
	令和
８年度
	令和
９年度
	令和
10年度
	令和
11年度
	令和
12年度
	令和
13年度
	令和
14年度
	令和
15年度
	令和
16年度
	令和
17年度

	
①●●●●

a.


b.


c.


②■■■■

d.


e.


③▲▲▲▲

f.


	
	■■の調査
●●の調査

	★★の開発
シンポジウムの開催

	■■の調査結果の分析
●●の調査結果の分析

	
	
	
	
	～～の開発
★★、■■に基づく実証研究

	




２．実施体制
（１）業務実施期間・参画者等
○代表機関
機関名　○○○○　○○○
実施期間　令和８年○月○日から令和○年○月○日

○参加機関（再委託先）
機関名　□□□□　□□□
実施期間　令和□年□月□日から令和□年□月□日

○参加機関（再委託先）	Comment by Author: 参加機関が複数ある場合は、適宜記入欄を追加してください。なお、協力機関は記載不要です。
機関名　△△△△　△△△
実施期間　令和△年△月△日から令和△年△月△日

○研究代表者・事務連絡担当者情報
	所属部署名
	役職名
	氏名
	メールアドレス

	研究代表者
	
	
	

	○○学部○○学科
	教授
	もんか　たろう
文科　太郎
	abc@xx.yy.zz

	事務連絡担当者
	
	
	

	○○部○○課
	課長
	○○　○○
○○　○○
	abc@xx.yy.zz


事務連絡担当者電話番号：000-xxx-xxxx


（２）業務項目別実施区分（業務実施場所および担当責任者）
	業務項目
	実施場所
	担当責任者※

	令和８年度

	① ●●●●
a．プロジェクトの総合推進





b．・・・・に関わる技術開発

c．――――――検討会の実施


② ■■■■
・・・・・に関わる研究開発


③ ▲▲▲▲
	
○○県○○市○○町○丁目○○○
○○大学○○センター

□□県□□市□□町□丁目□□□	Comment by Author: 一つの実施項目について、複数機関が実施する場合は、実施する可能性のある機関を全て記載してください。
□□大学□□研究所

□□県□□市□□町□丁目□□□
□□大学□□研究所

△△県△△市△△町△丁目△△△
△△機構△△センター


○○県○○市○○町○丁目○○○
○○大学○○センター


〃
	
○○大学○○学部教授
○○　○○

□□大学□□学部教授
□□　□□

□□大学□□学部教授
□□　□□

△△機構△△センター教授
△△　△△


○○大学○○学部教授
○○　○○


〃

	令和９年度

	① ◆◆◆◆
a．・・・・・

b．・・・・・

② ▼▼▼▼
・・・・・
	◇◇県◇◇市◇◇町◇丁目◇◇◇
◇◇大学◇◇センター



▽▽県▽▽市▽▽町▽丁目▽▽▽
▽▽大学▽▽研究所
	◇◇大学◇◇学部教授
◇◇　◇◇



▽▽大学▽▽学部教授
▽▽　▽▽

	令和10年度

	① ★★★★
a．・・・・・

b．・・・・・

② ◆◆◆◆
・・・・・・
	☆☆県☆☆市☆☆町☆丁目☆☆☆
☆☆大学☆☆センター



◇◇県◇◇市◇◇町◇丁目◇◇◇
◇◇大学◇◇研究所
	☆☆大学☆☆学部教授
☆☆　☆☆



◇◇大学◇◇学部教授
◇◇　◇◇

	令和11年度

	
	
	

	令和12年度

	
	
	

	令和13年度

	
	
	

	令和14年度

	
	
	

	令和15年度

	
	
	

	令和16年度

	
	
	

	令和17年度

	
	
	


※各業務項目において、担当責任者を１名指定してください。


（３）業務計画に対する実施体制・役割分担
○○○○○…	Comment by Author: 業務計画を遂行するための実施体制について具体的に示してください。複数機関により行う業務計画である場合は、研究代表者（代表機関）、共同参画者（参加機関）の具体的な役割、その実施体制の必要性・妥当性及び目的との関連性について記述してください。（図表を用いても結構です）

また、再委託契約を締結せず、共同研究契約等により研究に参画し助言等を行う協力機関や、代表機関や参加機関の研究者等に対し助言等を行う協力者についても、体制に含めて記載してください。









Ⅱ．方法・計画・体制

（４）研究組織（研究代表者及共同参画者）
	
	氏名（年齢）	Comment by Author: 令和８年４月１日時点で記入してください。
研究者番号
	所属研究機関
部局
職
	現在の専門
学位（最終学歴）
役割分担
	令和8年度直接経費	Comment by Author: 予算額（直接経費）について記入して下さい。
また、後述のⅣ．１．応募中の研究費（応募状況）に記載する「令和８年度の研究費」の金額と整合してください。
（千円）
	エフォート	Comment by Author: 後述のⅣ．１．応募中の研究費（応募状況）に記載するエフォートと整合してください。
（％）

	研究代表者
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	共同参画者	Comment by Author: 共同参画者（代表機関及び参加機関）は人数に応じて適宜記入欄を追加し、想定される者について全員記入してください。
e-Radに登録する「研究分担者」と整合を取ってください。
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計　00名
	実施予定規模　合計
	
	



Ⅲ．経費	Comment by Author: 経費は税込でご記入ください。
経費は必要なところに重点的に充ててください。

[bookmark: _Hlk104284560]１．各年度別経費内訳

１－１．各年度別経費内訳	Comment by Author: 経費内訳を記載してください。
「上限」を申請する場合は、１－２．各年度別経費内訳（上限）に記載してください。

【総括表】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	大　項　目
	委託費の額
	総額

	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	６年目
	７年目
	８年目
	９年目
	10年目
	

	直接経費	Comment by Author: 【総括表】は、代表機関、参加機関のそれぞれ該当する経費を足し合わせて記載してください。
いずれの機関においても計上していない項目については、行ごと削除してください。
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	物品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	人件費・謝金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	間接経費（直接経費×30%）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	[bookmark: _Hlk106359784]合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





【代表機関・参加機関（再委託先）】
代表機関：○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	大　項　目
	委託費の額
	総額

	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	６年目
	７年目
	８年目
	９年目
	10年目
	

	直接経費	Comment by Author: 【総括表】は、代表機関、参加機関のそれぞれ該当する経費を足し合わせて記載してください。
いずれの機関においても計上していない項目については、行ごと削除してください。
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	物品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	人件費・謝金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	間接経費（直接経費×30%）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




参加機関（再委託先）：□□□□　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）	Comment by Author: 参加機関が複数ある場合は、適宜表を追加し、参加機関ごとに作成してください。
	大　項　目
	委託費の額
	総額

	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	６年目
	７年目
	８年目
	９年目
	10年目
	

	直接経費	Comment by Author: 【総括表】は、代表機関、参加機関のそれぞれ該当する経費を足し合わせて記載してください。
いずれの機関においても計上していない項目については、行ごと削除してください。
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	物品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	人件費・謝金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	間接経費（直接経費×30%）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



参加機関（再委託先）：△△△△　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	大　項　目
	委託費の額
	総額

	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	６年目
	７年目
	８年目
	９年目
	10年目
	

	直接経費	Comment by Author: 【総括表】は、代表機関、参加機関のそれぞれ該当する経費を足し合わせて記載してください。
いずれの機関においても計上していない項目については、行ごと削除してください。
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	物品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	人件費・謝金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	間接経費（直接経費×30%）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




２．実施項目別経費内訳
	実施項目
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	６年目
	７年目
	８年目
	９年目
	10年目
	総額

	① ●●●●
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	a．プロジェクトの総合推進	Comment by Author: これらの項目を、Ⅱ．方法・計画・体制 （本文）の１．方法・計画の各年度（（１）～（３）等）に記載した項目と一致させてください。なお、実施項目名については、表に転記するにあたって名称を簡略化することは差支えございません。

※複数の「実施項目」に寄与する経費がある場合には、最も関連性の深い「実施項目」に経費を計上ください。
※代表機関と参加機関を合算した額を記載ください。（代表機関、参加機関それぞれの金額を記載する必要はありません。）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	b．・・・・に関わる技術開発
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	c．－－－－検討会の実施
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	② ■■■■
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	・・・・・に関わる研究開発
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③ ▲▲▲▲
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	・・・・
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	間接経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
		Comment by Author: 各年度の合計は、１ー１．各年度別経費内訳の【総括表】に記載した合計と一致させてください。
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



３．経費使途概要
○物品費	Comment by Author: １．各年度別経費内訳の【総括表】に計上されていない項目については、削除してください。
代表機関○○○○において、～を実施するために必要な○○を新たに整備する。（○○円程度）	Comment by Author: この通りでなくとも、記載方法は自由です。

Ⅱ．業務計画・方法 等に記載した計画を達成するために新たに整備を予定している主な機器等、物品費の大まかな使途について記載ください。
（現時点で見積・証憑書類等を添付する必要はありませんが、採択された場合、契約の際に書類の提出が必要になりますので御留意ください。見積額などが変わること自体は差支えありません。）
また、参加機関□□□□において、～を実施するために必要な□□を追加購入する。（□□円程度）。なお、××については既に保有済みであるので、購入は要しない。


○人件費・謝金	Comment by Author: １．各年度別経費内訳の【総括表】に計上されていない項目については、削除してください。


○旅費	Comment by Author: １．各年度別経費内訳の【総括表】に計上されていない項目については、削除してください。


○その他	Comment by Author: １．各年度別経費内訳の【総括表】に計上されていない項目については、削除してください。


Ⅲ．経費


Ⅳ．研究費の応募・受入等の状況・エフォート

研究者所属・氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　	Comment by Author: 研究代表者をはじめ、主な参加者について、研究者ごとにページを分け、1ページ以内で作成してください。全員分作成する必要はありませんが、「Ⅱ．3.（2）業務項目別実施区分」において担当責任者となっている者、及び本事業へのエフォートが15%を超える者については、必ず記載してください。（それ以外の参加者についても、記載を妨げるものではありません。）

応募中・受入予定の研究費で1ページに収まらない場合、エフォートの高い研究費から記載いただき、記載しきれない分については最下行に以下の通り記入してください。
資金制度・研究費名：他、○件
研究課題名：（空欄）
役割：（空欄）
2025年度の研究経費：記載しきれない分の合計金額
エフォート：記載しきれない分の合計割合	Comment by Author: 本応募課題の研究代表者、代表機関及び参加機関（再委託先）から本課題に参画する者の応募時点における情報について記載してください。

１．応募中の研究費（応募状況）
	資金制度・研究費名（研究期間・配分機関等名）
	研究課題名	Comment by Author: 研究課題名がなければ、他の資金制度・研究費名と識別するための適切な名称を御記載いただければ結構です。
（研究代表者氏名）
	役割(代表・分担の別)
	令和8年度の	Comment by Author: 令和８年度、研究機関全体ともに直接経費で計算してください。
直接経費のみの金額が不明な場合は、直接経費、間接経費、再委託費等を合計した総額を記入した上で、総額である旨を分かりやすいように記入してください。
個人に配分される研究費が不明の場合は、機関全体に配分される研究費の総額を記入した上で、機関全体に配分されている金額である旨を、分かりやすいように記入してください。
記入する箇所は、欄外・欄内どちらでも結構です。
直接経費
(研究期間全体の直接経費合計額)
(千円)
	エフォート(％)	Comment by Author: 「エフォート」欄には、年間の全仕事時間を１００％とした場合、そのうち当該研究の実施等に必要となる時間の配分率（％）を記入してください。
また、e-Radに入力いただくエフォート率と整合させてください。
	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由

	本提案課題
（令和8年度～令和○年度）
	本提案課題
（●●）
	代表
		Comment by Author: 本提案課題の令和８年度の研究経費については、「Ⅱ.３．（４）研究組織（研究代表者および共同参画者）」の金額と整合させてください。

（　　　）
		Comment by Author: 本提案課題のエフォートについては、「Ⅱ.３．（４）研究組織（研究代表者および共同参画者）」のエフォートと整合させてください。
	－

	


	
	
	

（　　　）
	
	



２．事業実施および受入予定の研究費（採択状況）
	資金制度・研究費名（研究期間・配分機関等名）
	研究課題名
（研究代表者氏名）
	役割(代表・分担の別)
	令和8年度の
直接経費
(研究期間全体の直接経費合計額)
(千円)
	エフォート(％)
	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由

	


	
	
	

（　　　）
	
	

	


	
	
	

（　　　）
	
	



３．その他の活動　　　エフォート：　　　％


Ⅳ．研究費の応募・受入等の状況・エフォート

Ⅴ．これまでに受けた研究費とその成果、研究業績等
１．これまでに受けた主な研究費とその成果	Comment by Author: 本欄には、研究代表者、代表機関及び参加機関（再委託先）から本課題に参画する者がこれまでに受けた研究費（所属研究機関より措置された研究費、府省・地方公共団体・研究助成法人・民間企業等からの研究費等。なお、現在受けている研究費も含む。）による研究成果等のうち、本研究の立案に生かされているものを最大３件程度まで選定し、記述してください。

・留意点
それぞれの研究費毎に、資金制度名、期間（年度）、研究課題名、研究代表者又は研究分担者の別、研究経費（直接経費）を記入の上、研究成果及び中間・事後評価（当該研究費の配分機関が行うものに限る。）結果を簡潔に記述してください
（例）
資金制度名：
期間（年度）：　　年度～　　年度 
研究課題名：
研究代表者又は研究分担者の別：
研究経費（直接経費）：　　千円
研究成果及び中間・事後評価結果：





２．研究業績とその成果	Comment by Author: 本欄には、研究代表者、代表機関及び参加機関（再委託先）から本課題に参画する者がこれまでに発表した論文、学会発表、著書、産業財産権、招待講演のうち、本業務に関連する重要なものをresearchmap等からコピーする等の方法で記入してください。１．とあわせて３ページ以内で記載してください。
なお、論文については学術誌に掲載済みもしくは掲載が決定されたものに限ります。
① 例えば発表論文の場合、論文名、著者名、掲載誌名、巻、最初と最後の頁、発表年（西暦）について記入してください。
② 以上の各項目が記載されていれば、項目の順序を入れ替えても構いません。著者名が多数にわたる場合は、主な著者を数名記入し以下を省略しても構いません。





























Ⅴ．これまでに受けた研究費とその成果、研究業績等

Ⅵ．審査要項において求められている評価項目及び審査基準に対する妥当性の説明	Comment by Author: 応募者が作成してください。（本様式は、審査基準に照らして、提案内容が評価に値する内容となっている理由や根拠を、応募者の立場から説明いただくためのものです。）ページ数に制限はありません。

審査要項において求められている評価項目ごとに、審査基準に対する妥当性を記述してください。

【基礎評価項目】
１．事業内容に関する評価
（１）事業の目的との合致
本事業の趣旨・目的をよく理解し具体的な提案がなされていること。
	[bookmark: _Hlk95230783]・・・・



（２）内容と手法の妥当性
（１）の趣旨・目的を踏まえて提案された研究内容及び手法が適切であり、効率的かつ効果的な調査研究開発となっていること。
	・・・・



（３）成果の妥当性
　　　想定されている成果が（１）にある本事業の意図する成果に合致していること。
	[bookmark: _Hlk95230811]・・・・



２．実施計画に関する評価
（１）スケジュールの妥当性
　　　事業期間中の実施計画（マイルストーン）が設定されていて、かつその計画が妥当であること。
	・・・・



（２）計画の適切な見直し体制の構築
事業実施期間において、実施計画の適切な見直しを可能にする体制が構築されていること。
	・・・・



（３）経費の妥当性
不要な経費が計画に入っていないこと。経費の設定が妥当であること。
	・・・・






３．事業の実施体制に関する評価
（１）研究代表者の能力と実績
研究代表者は、本事業の主要メンバーとして事業に参画し、研究開発計画全体の責務を担うことができること。また、事業を効果的に遂行するために必要な専門知識・技術や実績等有していること。
	・・・・



（２）組織・メンバーの能力と実績
　　　事業実施に必要な人員・設備・施設・組織体制（協力機関や広報担当、事務連絡担当も含む）が整っていること。また、事業実務に精通しているとともに、事業及び事業管理を適切に遂行する能力・体制を有していること。
	・・・・




４．ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価
ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等又は内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を有していること。	Comment by Author: 有している場合、その旨記載するとともに、ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等又は内閣府男女共同参画局長の認定等 相当確認通知の写しを提出してください
	・・・・




















【加点評価項目】
１．事業内容に関する評価
（２）内容の手法の妥当性
以下、「１．」～「４．」各手法の研究開発について、複数項目の提案があること。
	・・・・＜記載例＞１①（提案内容を簡潔に記載）、１②（提案内容を簡潔に記載）、２①（提案内容を簡潔に記載）、２④（提案内容を簡潔に記載）、３⑥（提案内容を簡潔に記載）、３⑦（提案内容を簡潔に記載）、４①（提案内容を簡潔に記載）・・・・




	１．以下①～④に記載する「火山特性評価手法」に関する研究項目に合致する、研究開発要素の強い研究開発について、最低一つ以上の提案があること。

	①噴火事象系統樹の高度化、階段ダイアグラムの高精度化、及びそれらの作成手順の標準化に関する研究であること。

	②浅部熱水系・マグマ供給系を対象とした地球物理学的手法による地下構造や広域
応力場等の推定や、直接採取した地下構成物の物質科学的分析等に基づき、水蒸気噴火・マグマ噴火の発生場を把握する研究であること。

	③噴火発生場の定量的な把握に必要な、岩石鉱物学的手法に基づく熱水・マグマ蓄積条件の高精度推定に関する研究であること。

	④噴火事象系統樹や階段ダイアグラム、噴火発生場、数十年単位の火山活動状態等の情報に基づいて火山活動度の客観的な評価指標を構築し、その指標によって全国の活火山を評価する基準を作成するための調査及び研究、また、その基準に基づき、活火山の選定、及び観測、測量、調査及び研究の充実等が必要な火山の選定や、活火山の活動度のランク分けを行うための研究であること。

	２．以下①～⑤に記載する「火山活動評価手法」に関する研究項目に合致する、研究開発要素の強い研究開発について、最低一つ以上の提案があること。

	①噴火の前兆現象や発生の把握手法を高度化するための観測・解析技術の開発に関する研究であること。

	②地震、地殻変動、火山ガス、表面現象、地磁気、熱・噴気活動等の多項目の連続的
な観測データに基づき、火山活動の状態を評価する手法及び数十年単位の火山活動の総合的な状態把握手法の開発に関する研究であること。 

	③火山ガス・噴出物データに基づく火山活動の評価手法の標準化に関する研究であること。 

	④物理・化学モデルの構築等に基づく、熱水やマグマの蓄積・移動現象の定量的な評
価に関する調査及び研究であること。

	⑤過去の噴火事例や観測データに基づき、噴火の切迫性や推移等の把握可能性を評
価する調査及び研究であること。

	３．以下①～⑦に記載する「即時把握手法」に関する研究項目に合致する、研究開発要素の強い研究開発について、最低一つ以上の提案があること。

	①地殻変動・地震観測等により火山体膨張過程や地震活動等の噴火前兆現象を自動解析により即時把握し、噴火の時期や場所を予測する手法の開発に関する研究であること。

	②空震動・地震動等の観測データ解析、リモートセンシング技術等による噴火現象の検知・自動解析に基づき、噴火の時刻、場所、規模、様式を即時把握する手法の開発に関する研究であること。

	③噴出物の迅速な調査・分析を実施することによる、噴火の規模や様式を即時把握する手法の開発に関する研究であること。

	④噴火規模に相当する噴出率等の推定値とハザードに関するモデルを組み合わせたハザード即時把握手法の標準化に関する研究であること。

	⑤リモートセンシング技術等を活用した、噴火の表面現象、地形変化、噴出物分布・堆
積、火山性津波、漂流軽石等のハザードを即時把握する手法の開発に関する研究であること。

	⑥火山灰等の降下火砕物の把握及びその試料の分析手法の標準化に関する研究であること。

	⑦火山ハザード把握の即時性を向上するために、上記の調査及び研究と噴火発生の
即時把握手法に関する調査及び研究との連携に関する研究であること。

	４．以下①～⑥に記載する「火山対策意思決定支援手法」に関する研究項目に合致する、研究開発要素の強い研究開発について、最低一つ以上の提案があること。

	①火山灰拡散・降灰予測シミュレーション技術の高度化に関する研究であること。

	②火砕流、溶岩流、火山性津波、漂流軽石、土石流、融雪型泥流等のシミュレーション
技術の開発に関する研究であること。

	③過去の噴火事例における噴出物到達範囲等のハザードに関する観測データに基づ
く、ハザード予測手法の確立に関する研究であること。

	④火山ハザードが社会に与える影響の評価に資するシミュレーション技術の開発に関
する研究であること。

	⑤火山活動評価手法に関する調査及び研究の活用により即時把握されや噴火の場所、規模、様式等の情報と火山ハザードシミュレーション技術等を統合した即時火山ハザード予測図の作成手法の標準化に関する研究であること。

	⑥火山地域の住民や登山者、来訪者、民間企業等の各ステークホルダーに利用しやすい火山ハザード情報の表現方法や伝達手段の開発に関する研究であること。


新しい手法やより高精度な手法の研究や適用がされていること。
	・・・・



過去に実施された研究成果の有効活用など効率的運用に向けた工夫がされていること。
	・・・・



その他
	・・・・




（３）成果の妥当性
火山本部や自治体等のエンドユーザの業務の高度化・効率化に資する具体的な成果（プロダクト）が含まれていること。
	・・・・



その他
	・・・・




２．実施計画に関する評価
（２）計画の適切な見直し体制の構築
事業内容の評価等を踏まえ、開発したプロダクトの火山本部への移管や新規研究テーマの募集など、実施計画の適切な見直しを可能にする具体的な体制が構築されていること。
	・・・・



その他
	・・・・




Ⅵ．審査要項において求められている評価項目及び審査基準の妥当性の説明

Ⅶ．その他（確認事項）
１．知的財産権の帰属について
①	研究課題の実施により得られる知的財産権の帰属について	Comment by Author: 提案課題を実施することにより得られる特許権等の知的財産権の帰属について、文部科学省又は研究機関のどちらに帰属することを希望するか記載して下さい。
□ａ．	知的財産権は全て文部科学省に帰属する。
□ｂ．	知的財産権は主管実施機関又は共同参画機関に帰属することを希望する。

②	知的財産権の帰属に係る参画者間の取り決めについて	Comment by Author: 提案課題を実施することにより得られる特許権等の知的財産権の帰属について、代表機関及び参加機関の間でどのように取り決めているか記述して下さい。
	・・・・




２．本事業にて作成する著作物の有無について
文部科学省との契約により提出を求める委託業務成果報告書以外で、本事業により作成し、文部科学省に納入を予定する著作物の有無

□有
□無

【有にチェックをつけた場合、以下を記載】
（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数量：　　　　　　　　　　　）

３．代表機関及び参加機関の体制整備等自己評価チェックリストの提出状況	Comment by Author: a～cのうち該当する項目にチェックをつけてください。	Comment by Author: 公募要領「５.１．委託費の適正な執行について」に記載されている「体制整備等自己評価チェックリスト」を指します。
□a．	すべての機関が令和７年度版チェックリストを提出済みであり、令和８年１２月１日までに令和８年度版チェックリストを提出する予定
□b．	bに該当しないが、すべての機関が委託契約締結時までに令和８年度版チェックリストを提出する予定	Comment by Author: 一部又はすべての機関が令和８年度版チェックリストを提出しておらず、かつ一部又はすべての機関が令和７年度版チェックリストを提出していない場合

４．代表機関及び参加機関の研究不正行為チェックリストの提出状況	Comment by Author: a～cのうち該当する項目にチェックをつけてください。	Comment by Author: 公募要領「５.１．委託費の適正な執行について」に記載されている「研究不正行為チェックリスト」を指します。
□a． すべての機関が令和７年度版チェックリストを提出しており、令和８年９月３０日までに令和８年度版チェックリストを提出する予定
□b． bに該当しないが、すべての機関が委託契約締結時までに令和８年度版チェックリストを提出する予定	Comment by Author: 一部又はすべての機関が令和８年度版チェックリストを提出しておらず、かつ一部又はすべての機関が令和７年度版チェックリストを提出していない場合
